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１．はじめに
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都市マスタープランとは

都市計画法第18条の２に基づき市町村が定める

「市町村の都市計画に関する基本的な方針」

伊賀市総合計画

三重県都市計画区域マスタープラン を踏まえて

伊賀市の将来像・土地利用の方針・地域ごとのまちづくりの方等

伊賀市の一体的な土地利用の計画を策定するもの

対象区域：伊賀市行政区域全体

１．はじめに
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都市計画法

第18条の２ 市町村は、議会の議決を経て定められた当該市町村の建設に関する基本

構想並びに都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に即し、当該市町村の都市計

画に関する基本的な方針（以下この条においては「基本方針」という。）を定める

ものとする。

２ 市町村は、基本方針を定めようとするときは、あらかじめ、公聴会の開催等住民

の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。

３ 市町村は、基本方針を定めたときは、遅延なく、これを公表するとともに、都道

府県知事に通知しなければならない。

４ 市町村が定める都市計画は、基本方針に即したものでなければならない。

１．はじめに
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住民自治協議会の代表者
各種団体等の代表者
識見を有する者
市民から公募した者
副市長
その他市長が必要と認める者

〇専門的見地で検討
〇必要な提案提示

策定の体制及び手順

１．はじめに
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策定委員会開催予定（案）

年度
伊賀市都市マスタープラン

開催予定
伊賀市都市マスタープラン

討議内容

令和
元年度

・第1回策定委員会（８月27日）

・第2回策定委員会（１２月）

・第3回策定委員会（２月）

・都市マスタープラン改定方針

・市民アンケート調査内容

・市民アンケート調査結果報告

・都市づくりに向けた課題の報告

・伊賀市の将来像提示

・伊賀市都市マスタープランたたき台案提示

・戦略方針概要提示

令和
２年度

・第4回策定委員会（６月）

・第5回策定委員会（８月）

・第6回策定委員会（11月）

・都市マスタープラン（案）提示

・都市マスタープラン素案取りまとめ

・パブリックコメント結果報告

１．はじめに
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２．伊賀市の都市計画の経緯
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平成16年11月 市町村合併
※合併協定
「都市計画の設定については、新市誕生後、一体的なまちづくりを進めるため
に調整する」と公表（Ｈ16.11.1）

平成20年7月 三重県都市マスタープラン改定基本方針策定（三重県）
「市町村合併後は１市町は同一の都市計画区域を基本として再編する」

平成２２年９月 伊賀市都市マスタープラン策定（伊賀市）
・都市計画区域の統合
・全市統一した土地利用制度の導入
・「多核連携型の都市構成」を目指す

伊賀市の都市計画の経緯①

２．伊賀市の都市計画の経緯
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２．伊賀市の都市計画の経緯

現行マスタープランP.36～

将来都市構造

10



２．伊賀市の都市計画の経緯
現行マスタープランP.38～

将来都市構造

「多核連携型の都市構成」

上野中心部の市街地（広域的拠点）や各
支所周辺部（地域拠点）等を市域、地域
の中心として維持・発展させ、その拠点を
中心に道路・公共交通ネットワークの連携
を図ることで、人口減少・高齢化が進む
中でも生活の利便性を確保しようとする
都市構成
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２．伊賀市の都市計画の経緯

現行マスタープランP.39～

将来像実現のための土地利用管理の方針
2-1 都市計画区域の設定

2-2 土地利用管理手法の設定
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２．伊賀市の都市計画の経緯

現行マスタープランP.41～

都市整備の方針
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土地利用管理手法検討委員会
平成２２年１０月～平成２６年２月 検討委員会を１４回開催（伊賀市）

意見交換会（全体・地域）、説明会（地域別等）を開催（伊賀市）
平成２６年２月 検討委員会からの提言書

【要旨】 都市計画区域統合を前提に、区域区分を廃止し
伊賀市独自の土地利用条例により土地利用を管理していくべき

伊賀市から三重県に対し都市計画の変更
要請
・上野、伊賀、阿山、青山の都市計画区域
の統合
・上野都市計画区域の区域区分（線引き）
廃止

伊賀市独自の土地利用条例の制定手続き
立地適正化計画の策定手続き

平成26年８月の都市再生特別措置法等の一部改正に
より「立地適正化計画」制度の創設

平成３０年４月2日 三重県都市計画決定

・都市計画区域統合
・区域区分の廃止

平成30年3月30日 伊賀市立地適正化計画の公表
平成30年4月2日 伊賀市の適正な土地利用に関す

る条例（平成29年9月29日条例
第23号）の施行

伊賀市の都市計画の経緯②

２．伊賀市の都市計画の経緯
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都市計画区域統合前 平成 30年 4月 2日から 

伊賀都市計画区域 

伊賀都市計画区域 

上野都市計画区域 

阿山都市計画区域 

青山都市計画区域 

＋ 立地適正化計画
（平成30年3月30日公表）

２．伊賀市の都市計画の経緯
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整合

etc
実現 実現

整合

伊賀市の適正な土地
利用に関する条例

即する即する

都市計画法地方自治法

伊賀市総合計画
三重県都市マスタープラン

(伊賀圏域マス・伊賀都市計画区域マス)

三重県決定　法6条の2

都市計画に関する基本的な方針
（伊賀市都市マスタープラン）

市策定　法18条の2

分野別計画

景観・交通・
中心市街地・
農振・防災・
福祉・医療・

空き家

立地適正化計画 土地利用基本計画

２．伊賀市の都市計画の経緯
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３．伊賀市の適正な土地利用に関する条例の
概要
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（目的）

第１条 この条例は、土地についての基本理念に基づき、市、市民等及び建築開発事業者

の責務を明らかにするとともに、市の土地利用の基本となる計画、建築開発事業を行う

際の手続等を定め、もって適正かつ合理的な土地利用を推進することを目的とする。

（基本計画の策定）

第７条 市長は、この条例の目的を達成するため、市の土地利用の基本となる計画として、

伊賀市土地利用基本計画を定めるものとする。

２ 省略

３ 省略

伊賀市の適正な土地利用に関する条例の概要①

３．伊賀市の適正な土地利用に関する条例の概要
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３．伊賀市の適正な土地利用に関する条例の概要

伊賀市の適正な土地利用に関する条例の概要②

土地利用基本方針
（都市マスタープラン）
（条例 基本計画）

土地利用区分
（マスタープラン）

基本区域
（条例 基本計画）

① 広域的拠点区域

② 副次的拠点区域

③ 地域拠点等の拠点区域

⑤ 服部・西明寺沿道区域

④ 工業用地区域

⑥ 既存集落及びその周辺区域

⑦ 郊外住宅団地区域

⑧ 幹線道路沿道区域

⑨ 保全区域
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■基本区域の概要図
（土地利用基本計画）

３．伊賀市の適正な土地利用に関する条例の概要

伊賀市の適正な土地利用に関する条例の概要③
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■建築開発事業の基準一覧表
（土地利用基本計画）

３．伊賀市の適正な土地利用に関する条例の概要

伊賀市の適正な土地利用に関する条例の概要④
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（拠点土地利用計画の策定）

第12条 市長は、地域拠点等の拠点区域の中で用途地域が定められていない区域について、当該

区域における土地利用の計画を定めることができる。

２、３ 省略

（拠点土地利用計画の案の作成の提案）

第15条 住民自治協議会は、地域拠点等の拠点区域の中で用途地域が定められていない区域につ

いて、市長に対し、拠点土地利用計画の案を作成することを提案することができる。

２～６ 省略

（地区土地利用計画の策定）

第17条 住民自治協議会は、第９条第１号から第３号までに掲げる区域以外の区域で、一体とし

て計画的な利用を図ることがふさわしい区域について、当該区域における土地利用の計画を定め、

市長に地区土地利用計画に認定を申請することができる。

２～４ 省略

伊賀市の適正な土地利用に関する条例の概要⑤

３．伊賀市の適正な土地利用に関する条例の概要
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Ａ：土地利用基本計画の基本区域
自治協のエリアに、地域拠点等の
拠点区域、工業用地区域、郊外住
宅団地区域等の基本区域が指定さ
れている。地域拠点等の拠点区域は
全域同じ基準で、既存集落及びその
周辺区域のエリア指定はない。

Ｂ：拠点土地利用計画
基本区域図で用途地域が指定され
ていない地域拠点等の拠点区域は、
区域全体が同一基準で地区の特性
がみられない。このため、拠点土地利
用計画では、地区の特性にあわせた
区域ゾーニングを行い、都市計画法
の地域地区に準じた用途基準を適用
させる。

Ｃ：地区土地利用計画
既存集落及びその周辺区域の範囲
や用途基準を指定したり、新たに地
区に必要な施設用地を指定する。た
だし、基本計画に即し、かつ、各基本
区域の土地利用の方針及び目指す
べき方向と調和の保たれたものでな
ければならない。また、対象区域の権
利者の過半数の同意が必要である。

Ａ

Ｂ

Ｃ

３．伊賀市の適正な土地利用に関する条例の概要
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４．伊賀市立地適正化計画の概要
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立地適正化計画（市町村策定）：
・都市全体の観点から、居住機能や福祉・医療・商業等の都市機能の立地、公共交通の充実に関する包括的なマスタープランを作成
・民間の都市機能への投資や居住を効果的に誘導するための土俵づくり（多極ネットワーク型コンパクトシティ）

概ね以下の事項を記載

■居住誘導区域（※１）
居住誘導区域は、人口減少の中にあっても、
一定のエリアにおいて人口密度を維持することに
より、日常生活サービス機能や公共交通が持続
的に確保されるよう、居住を誘導すべき区域

■都市機能誘導区域（※２）
都市機能誘導区域は、医療、福祉、商業等の
都市機能を都市の中心拠点や生活拠点に誘導
し集約することにより、これらの各種サービスの
効率的な提供が図られるよう定める区域

■誘導施設（※３）
誘導施設とは、居住者の共同の福祉や利便
性の向上を図るために必要な施設で、以下のよ
うな施設が想定される
①病院、福祉施設など高齢化の中で必要性が
高まる施設
②子育て世代に必要な保育所や子育て支援施
設
③集客力がありまちに賑わいを生み出す文化施
設や商業施設
④行政サービス施設

①立地の適正化に関する基本的な方針
②居住誘導区域（※１）
③居住誘導区域に居住を誘導するための市の施策
④都市機能誘導区域（※２）
⑤立地を誘導する都市機能増進施設（誘導施設※３）
⑥都市機能誘導施設を誘導するため市の施策

■建築等の届出
居住誘導区域外で一定規模
以上の居住用途の建築等
・都市機能誘導区域外での誘
導施設の建築等

４．伊賀市立地適正化計画の概要

伊賀市立地適正化計画の概要①
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４．伊賀市立地適正化計画の概要

伊賀市立地適正化計画の概要②
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４．伊賀市立地適正化計画の概要

伊賀市立地適正化計画の概要③

■居住誘導区域
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４．伊賀市立地適正化計画の概要

■都市機能誘導区域
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４つの都市機能誘導区域における誘導施設は、方針に関連する誘導施設と現状施設の維持補完誘導施設に分けて整理する。
方針関連誘導施設は、それぞれの区域の目標実現のために必要な誘導施設をまとめたものであるが、各支所周辺については、現公共施設の
機能を集約・再編にあたっても維持する方針とする。
維持補完誘導施設は日常サービスの基本施設を対象とし、現状はほぼ充足されているが、今後も維持するために誘導施設として、区域外への
立地を抑制する方針とする。なお、保育所は、教育機能の付加も配慮して認定こども園も含むこととする。
伊賀市の土地利用条例では、適用除外を除くすべての建築開発事業が届け出が必要であるが、これらの誘導施設を都市機能誘導区域外で
建設する場合には、別途立地適正化計画の届け出が必要となる。

区域名称
上野中心

都市機能誘導区域

上野南部

都市機能誘導区域

ゆめが丘

都市機能誘導区域

各支所周辺

都市機能誘導区域

誘導施設の方針

伊賀市の顔として市
民や観光客の回遊性
向上のための機能の誘
導

伊賀市全域からの利
用に配慮した行政・医
療の拠点づくり

新都市の計画理念
に基づき伊賀圏域全
体の「学ぶ」「憩う」た
めの機能誘導

人口が減少するなかで
も、現在の地域住民の暮
らしやすさを確保するため、
現況都市機能の維持

方針関連誘導施設

・市民コミュニティの中
心交流施設※１

・文化・歴史・観光集
客交流施設※１

・市庁舎

・新鉄道駅

・高等教育施設※２

・レクリエーション施設
※３

・集約・再編により現公共
施設の機能維持（公共
施設最適化計画による）

維
持
補
完
誘
導
施
設

総合スーパー ○ ○
食品スーパー ○ ○ ○
病院 ○ ○
診療所 ○ ○ ○
保育所・認定こど
も園

○ ○ ○

通 所 型
高齢者福祉施設

○ ○ ○ ○

※１は、図書館法第2条第1項に規定する図書館、博物館法に規定する博物館その他これらに類する施設
※２は、「ゆめテクノ伊賀」のような教育研究機関その他これらに類する施設
※３は、「ゆめドームうえの」のような運動施設その他これらに類する施設

４．伊賀市立地適正化計画の概要

伊賀市立地適正化計画の概要④
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立地適正化計画と伊賀市土地利用条例の関係は、理念は同じであるが、多極・多核の構成が条例は既存の拠点を多核と位置付けているのに対して、
立地適正化計画は将来の人口減少に配慮して、居住誘導区域、都市機能誘導区域をより絞り込む計画となっている。
このため、立地適正化計画には誘導を図るための国の助成制度があるが、条例は用途の適正化を図ることを目的としているため、助成制度は特にない。
このような制度の特徴からみると、条例により大まかな土地利用誘導を規定し、アクションプランとして立地適正化計画で目標達成のための施策を講じ
ながら居住の集約化を図ることが基本関係となる。このため、立地適正化計画と伊賀市土地利用条例は、両制度の特徴に配慮しながら、一体的に運用
する方針である。

理念
「多極ネットワーク型コンパクトシティ」

理念
「多核連携型都市構成」

立地適正化計画 伊賀市土地利用条例

多極の構成
・居住誘導区域
・都市機能誘導区域

多核の構成
・広域的、副次的拠点区域
・地域拠点等の拠点区域

多極外の土地利用抑制手法
・一定規模以上の住宅及び誘導都市機能
施設の届出が必要

多核外の土地利用抑制手法
・条例により全ての建築開発事業は
原則手続（届出、許可、認定）が必要

誘導のための助成制度
・国の助成制度有り

誘導のための助成制度
・特になし

＝

＜

＜

＞

比較

比較：＝は同等、>は制度の運用範囲の大小を示す。
■ 立地適正化計画と伊賀市土地利用条例との関係

４．伊賀市立地適正化計画の概要

伊賀市立地適正化計画の概要⑤
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